
都市戦略本部　令和８年度　局運営方針（案）

１　主な現状と課題

（１）選ばれる都市の実現に向けて

（２）働きやすい職場環境の整備

（３）公民連携の更なる推進

（４） ＤＸの推進

　本市を取り巻く環境は、少子高齢化の進行、物価高などによる市内経済への影
響、就労形態の変化、人々の価値観の多様化など、様々な要因が重なり合い、行
政にはより高いレベルの施策と事業展開が求められています。
　そうした中にあって、本市が持続可能な成長・発展を続けていくためには、市
政運営の最も基本となる総合振興計画における各施策を着実に推進するととも
に、新たな価値観や社会の変化を柔軟に市政に反映し、直面する課題に迅速かつ
的確に対応していく必要があります。
　また、課題が複雑化・多様化していく中、従来の行政の在り方を絶えず見直
し、全庁横断的なＤＸの取組を一層進め、市民サービスの向上及び業務の効率
化、公民連携の推進等、行財政改革を迅速かつ強力に進め、さいたま市の新時代
にふさわしい都市への進化に柔軟に対応できる行財政基盤を構築する必要があり
ます。

　本市が「選ばれる都市」としてシンカし続けていくために、魅力や強みを更に
伸ばし、それらを市民も巻き込み市内外に発信していく必要があります。また、
「さいたま市の新時代」に向けて、総合振興計画を着実に推進していくことが求
められます。

　高品質経営市役所を目指し、職員の多様な働き方の実現やワーク・ライフ・バ
ランスの向上に資する取組を進め、職員の働きやすさと働きがいを向上させる必
要があります。また、デジタル技術を活用した業務効率化が図れる職場環境を整
えるとともに、常に業務改善を意識した職場風土をつくる必要があります。

　厳しい財政状況の下、多様化・複雑化する行政課題に柔軟に対応するため、多
様な公民連携手法を活用することにより、行政コストの削減を図りながら、質の
高い公共サービスを提供していく必要があります。

　窓口のＤＸ、スマートシティさいたまモデルの推進、基幹業務システムの標準
化などに継続的に取り組みながら、データに基づく施策を展開することにより、
市民サービスの向上と業務の効率化を強力に推進していく必要があります。
　また、誰もが安全・安心にデジタル技術を活用できるよう、情報セキュリティ
を確保するとともに、情報格差（デジタルデバイド）の是正を図り、より多くの
方がデジタルの利便性を享受できる社会を実現する必要があります。

「自身のワーク・ライフ・バランスがとれていると思う、少し思う」を合わせた割合 73.3%
「働きがいを強く感じている、少し感じている」を合わせた割合 70.3%
「職場に改善・改革の風土があると思う、少し思う」を合わせた割合 69.9%
※職員に対するアンケート（令和7年1月実施）から
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（５） 新庁舎の整備と現庁舎地利活用等の検討

（６） 地下鉄７号線延伸の早期実現等

　本市が将来にわたって持続的な住民サービスを提供し、政令指定都市として未
来へ躍動する都市経営を進める拠点となる本庁舎については、令和13年度を目途
に「さいたま新都心バスターミナルほか街区」への移転整備を行っていく必要が
あります。
　また、本庁舎移転後の現庁舎地及び旧市民会館うらわ跡地について、市民等の
ご意見を伺いながら、浦和駅周辺まちづくりビジョンで示されるまちの将来像の
実現に向け、利活用の検討を進めていく必要があります。

　本市東部地域の成長・発展、東京圏の鉄道ネットワーク強化、代替路線機能の
強化のため、都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者による地下鉄７号線（埼
玉高速鉄道線）延伸の申請手続きの早期実現に向けた取組を行うとともに、中間
駅周辺のまちづくりを一体で推進する必要があります。また、「浦和美園～岩槻
地域成長・発展プラン」に位置付けられた実践方策の取組やマネジメントを徹底
することにより、地域の魅力を高め、定住人口及び交流人口の創出を図る必要が
あります。

【地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸概要図】
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２　基本方針・区分別主要事業

（１） 選ばれる都市の実現に向けて
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

1 総合振興計画等の進行管理 5,123 16,054 Ⅱ-23
〔都市経営戦略部〕 (5,123) (16,054)

2 新規 企業版ふるさと納税の活用 8,802 (0) Ⅱ-25
総振 〔都市経営戦略部〕 (8,800) (0)

3 総振 745 745 Ⅱ-24
(745) (745)

〔都市経営戦略部〕

4 新規 13,753 0 Ⅱ-24
(13,753) (0)

〔都市経営戦略部〕

5 総振 愛着醸成事業 14,396 17,330 Ⅱ-20
〔都市経営戦略部〕 (14,396) (17,330)

6 総振 訪問意向形成事業 8,038 3,549 Ⅱ-20
〔都市経営戦略部〕 (8,038) (3,549)

7 総振 定住意向形成事業 3,100 2,563 Ⅱ-20
〔都市経営戦略部〕 (3,100) (2,563)

　本市が持続可能な成長・発展を続けていくため、総合振興計画等を着実に推進するとともに、高品質経営市役所の
実現を目指し、行財政改革や職員の働き方改革、ＤＸを進めます。
　また、新庁舎の整備や現庁舎地利活用等の検討を進めるとともに、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸の早期
実現に向けた取組や、「浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン」に位置付けられた実践方策を積極的に推進します。

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の活
用により、本市の地方創生の取組をより一層推
進します。

定住意向を形成するため、本市への転入を検討
している方等に向け、市内外に本市の「住みや
すさ」等の情報を発信します。

№ 区分 説明令和８年度 令和７年度

ＣＳ・ＳＤＧｓパートナーズと連携し、「さい
たま市ＣＳ９０＋運動」及びＳＤＧｓを推進し
ます。

地域への愛着・誇りの醸成を図るため、市民を
巻き込んだ情報発信やＰＲキャラクターの利活
用、市民の日に係る取組等を実施し、市内に本
市の魅力を発信します。

訪問意向を形成するため、訪問・交流人口の増
加につながるよう、Ｗｅｂやインターネット広
告などを活用し、市外に本市の情報を発信しま
す。

ＰＤＣＡサイクルに基づく事業の進行管理を行
います。

「さいたま市ＣＳ９０＋運
動」とＳＤＧｓの推進

本市のこれまでのＳＤＧｓに関する取組を評価
する「さいたま市自発的自治体レビュー（ＶＬ
Ｒ）」を作成し、目標達成に寄与します。

ＳＤＧｓの取組に係る自発
的自治体レビュー（ＶＬ
Ｒ）の実施

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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（２） 働きやすい職場環境の整備
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

8 総振 4,853 5,484 Ⅱ-20
(4,853) (5,484)

〔行財政改革推進部〕

9 総振 445 451 Ⅱ-20
(445) (451)

〔行財政改革推進部〕

10 957,921 998,165 Ⅱ-26
(957,921) (998,165)

〔デジタル改革推進部〕

（３）公民連携の更なる推進
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

11 総振 公民連携の推進 874 933 Ⅱ-21
〔行財政改革推進部〕 (874) (933)

12 指定管理者制度の推進 3,095 3,538 Ⅱ-21
〔行財政改革推進部〕 (3,095) (3,538)

（４）ＤＸの推進
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

13 拡大 ＤＸの推進 141,385 157,606 Ⅱ-25
総振 〔デジタル改革推進部〕 (98,592) (89,667) Ⅱ-26

14 総振 31,033 32,587 Ⅱ-27
(15,517) (32,587)

〔未来都市推進部〕

15 2,184,870 2,277,248 Ⅱ-26
(1,353,062) (684,304)

〔デジタル改革推進部〕

一職員一改善提案制度の推
進

カイゼンさいたマッチの開催等により、職員一
人ひとりが改善に取り組む意識を強化するとと
もに、組織として業務改善や働き方の見直しに
取り組む職場風土の醸成を図ります。

働きやすい職場環境整備の
推進

デジタル改革関連法に基づく、基幹業務システ
ムの標準化対応を行います。

スマートシティさいたまモ
デルの推進

窓口手続のオンライン申請の拡充や書かない窓
口の運用等を通じて、多様化する市民ニーズや
新しいライフスタイルに対応し、市民の利便性
向上と業務の効率化を図ります。

「公民＋学」の連携・協力のもと、スマートシ
ティさいたまモデルを推進します。

業務効率化及びペーパーレス化を図り、職員の
多様な働き方を支援するため、クラウドシステ
ムやＲＰＡ等、業務効率化に資するシステムの
積極的な活用を推進します。

様々な公民連携手法を活用することにより、行
政コストの削減を図りながら、質の高い公共
サービスの提供を支援します。

指定管理施設の管理運営水準の向上等を図るた
めの第三者評価や財務診断業務を実施します。

令和８年度 令和７年度

自治体情報システムの標準
化

効率的で生産性の高い働き方の実現に向け、執
務環境の改善に取り組むとともに、職員の働き
やすさと働きがいの向上を図るための取組を推
進します。

令和８年度 令和７年度№ 区分

快適で多様な働き方に対応
した環境の整備

令和７年度№ 区分

説明

説明

説明

№ 区分

令和８年度

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

16 拡大 45,811 27,944 Ⅱ-27
総振 (45,811) (27,944)

〔デジタル改革推進部〕

17 総振 52,056 44,590 Ⅱ-25
(43,406) (35,940)

〔デジタル改革推進部〕

18 総振 デジタル人材の育成 522 34 Ⅱ-25
〔デジタル改革推進部〕 (522) (34)

19 総振 4,680 3,918 Ⅱ-25
(2,938) (2,533)

〔デジタル改革推進部〕

（５）新庁舎の整備と現庁舎地利活用等の検討
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

20 拡大 新庁舎の整備 602,537 201,994 Ⅱ-24
総振 〔都市経営戦略部〕 (3,451) (14,810)

21 拡大 現庁舎地利活用等の検討 11,770 5,659 Ⅱ-24
総振 〔都市経営戦略部〕 (11,770) (5,659)

*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

22 拡大 611,931 121,739 Ⅱ-21
総振 (596,931) (84,739)

〔未来都市推進部〕

23 総振 731,809 715,523 Ⅱ-21
(700,000) (700,000)

〔未来都市推進部〕

ＤＸの推進を目的に、職員全体のデジタルリテ
ラシー向上及びＤＸの推進をけん引・支援でき
る人材の育成を図ります。

職員の統計能力・政策判断能力の向上に資する
取組を実施するとともに、現状の把握、施策の
評価や検証、企画立案等にデータを利活用する
事例の創出を支援し、庁内で共有します。

効率的で安全・安心なデジタル技術の導入・運
用や情報セキュリティ意識向上のため、ノウハ
ウ共有や相談体制を整備する等、デジタル技術
のガバナンスに取り組みます。

さいたまシティスタットの
推進

デジタル技術のガバナンス
推進

多様な主体の連携によるデ
ジタル技術の活用支援

（６）地下鉄７号線延伸の早期実現等

№ 区分

令和８年度 令和７年度

都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者によ
る申請手続の早期実現のため、鉄道事業者への
支援等を実施するとともに、中間駅周辺のまち
づくりを推進します。

延伸事業において想定される財政負担に備える
ため、高速鉄道東京７号線整備基金への積み増
しを行います。

地下鉄７号線延伸事業の推
進

高速鉄道東京７号線整備基
金への積立て

年齢や障害の有無を問わず市民がデジタル技術
の恩恵を享受できるよう、ＤＸの推進と両輪の
取組として、市民のデジタル技術の活用を支援
します。

新庁舎の整備に向けて、引き続き基本設計及び
環境影響評価手続等を実施します。また、民間
機能の導入に向けて、公募要項等の検討を行い
ます。

本庁舎移転後の現庁舎地及び旧市民会館うらわ
跡地について、浦和駅周辺まちづくりビジョン
で示されるまちの将来像の実現に向け、新たな
利活用の検討を行います。

説明

令和８年度 令和７年度

№ 区分 令和８年度 令和７年度

説明

説明№ 区分

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

24 総振 27,630 23,101 Ⅱ-22
(23,351) (23,101)

〔未来都市推進部〕

「浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン」に位
置付けられた実践方策を展開し、地域の魅力を
高め、定住人口及び交流人口の創出を図りま
す。

浦和美園・岩槻地域間の成
長・発展及びリノベーショ
ンまちづくりの推進

区分 令和８年度 令和７年度 説明№

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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３　脱炭素化に資する主な取組一覧

（単位：kg-CO2）

課名等 事業名 取組の内容 CO2削減量

行財政改革推進部
デジタル改革推進部

会議等のペーパーレ
ス化

各種会議等について、ペーパーレスで実施することによ
り、温室効果ガスの削減に努めます。

187.7

デジタル改革推進部
冊子の作成部数見直
し

統計書の作成部数を見直すことにより、温室効果ガスの
削減に努めます。

55.9

未来都市推進部
自転車及び公用車
（ＥＶ）の積極的な
活用

通勤時や庁舎外へ出張する際は、自転車や公用車（Ｅ
Ｖ）を積極的に活用し、温室効果ガスの削減に努めま
す。

11.4

都市経営戦略部 ＳＤＧｓ出前講座
「ＳＤＧｓって何だろう」の中で、温室効果ガス削減に
ついて説明し、温室効果ガスの削減に努めます。

6.6
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４　見直し事業一覧

（単位：千円）

事務事業名 主な事業 主な見直しの理由及び内容 見直し額

都市イメージ向上事
業

愛着醸成事業
費用対効果を踏まえた事業手法の見直しにより、報償
費、印刷製本費、委託料の予算額を縮小する。

△ 630

行財政改革推進事業
一職員一改善提案制
度の推進

カイゼンさいたマッチの会場利用時間を実績に基づき見
直し、予算額を縮小する。

△ 13

行財政改革推進事業 行財政改革推進経費
ペーパーレス化を推進することで、プリンタートナー等
の必要数を見直し、予算額を縮小する。

△ 45

政策推進事務事業 政策推進経費
ペーパーレス化を推進することで、プリンタートナー等
の必要数を見直し、予算額を縮小する。

△ 639

新庁舎整備等推進事
業

新庁舎の整備 印刷部数の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 501

新庁舎整備等推進事
業

現庁舎地利活用等の
検討

業務委託の内容に応じた仕様の見直しにより、予算額を
縮小する。

△ 3,613

ＤＸ推進事業 ＤＸの推進
書かない窓口全区導入完了に伴う窓口デジタル化のＢＰ
Ｒ支援を職員内製化により、予算額を縮小する。

△ 2,365

業務効率化インフラ
整備事業

情報システムの整備
事業

公共施設予約システムガイドブックの印刷数の見直しに
より、予算額を縮小する。

△ 118

業務効率化インフラ
整備事業

働きやすい職場環境
整備の推進

システム利用料について、データ利用量の見直しによ
り、予算額を縮小する。

△ 264

情報システム整備・
運用管理事業

各情報システムの保
守及び管理

昨年度の決算額と実績を踏まえ、増加率考慮やプラン変
更で予算額を縮小する。

△ 300

スマートシティさい
たまモデル推進事業

美園タウンマネジメ
ント協会の運営

業務委託の内容に応じた仕様の見直しにより、予算額を
縮小する。

△ 4,280

統計事務事業
統計情報の提供その
他

冊子の作成や購入の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 236
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 117 - 27,239

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 14,396 ４ 1,705

２ 8,038

３ 3,100

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 119 - 7,062

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 4,853 ４ 524

［総振：52-3-2-01］

２ 445

［総振：52-3-1-02］

３ 1,240

［総振：52-2-1-11］

都市イメージ向上事業 27,239

一般財源2款 総務費/1項 総務管理費/6目 広報広聴費

都市戦略本部/都市経営戦略部

　予算額

　地域への愛着・誇りの醸成を図るため、市民を巻き込ん
だ情報発信やＰＲキャラクターの利活用、市民の日に係る
取組等を実施し、市内に本市の魅力を発信します。

　市全体のシティセールス力の向上を図るため、全庁の職
員を対象としたシティセールス研修を実施するほか、担当
職員のスキルアップのため外部研修を受講します。

愛着醸成事業 全庁のシティセールス力向上事業

25,163

2,076 

　環境、健康・スポーツ、教育での強みや交通の要衝等の地理的優位性、特色あ
る地域文化資源等を生かし、都市イメージの向上を図ることができるよう、市民
を巻き込み、市の強みや優位性等の魅力を市内外へ発信します。また、市民等の
地域への愛着醸成を図ることができるよう取り組みます。

［総振：52-6-3-01］ ［総振：52-6-3-01］

［総振：52-6-1-01］

［総振：52-6-2-01］

定住意向形成事業
　定住意向を形成するため、本市への転入を検討している
方等に向け、市内外に本市の「住みやすさ」等の情報を発
信します。

訪問意向形成事業

　高品質経営市役所の実現に向けて、業務改善や職員の働き方改革など行財政改
革の取組を進めます。

快適で多様な働き方に対応した環境の整備 行財政改革推進経費
　効率的で生産性の高い働き方を実現するため、執務ス
ペースの狭あい化や打合せスペースの不足といった執務環
境の課題解決に取り組むとともに、職員の働きやすさと働
きがいの向上を図る取組を推進します。

　行財政改革の取組推進に当たり、必要な庶務（旅費の支
給、消耗品の購入等）を行います。

　訪問意向を形成するため、訪問・交流人口の増加につな
がるよう、Ｗｅｂやインターネット広告などを活用し、市
外に本市の情報を発信します。

一般財源

　カイゼンさいたマッチの開催等により、職員一人ひとり
が改善に取り組む意識を強化するとともに、組織として業
務改善や働き方の見直しに取り組む職場風土の醸成を図り
ます。

都市戦略本部/行財政改革推進部

2款 総務費/1項 総務管理費/9目 行政管理費

行財政改革推進事業 7,062

外郭団体の健全運営の推進

6,796

266 

　予算額

　外郭団体における取組計画の評価・検証を通して更なる
経営改善に取り組むことで、効率的・効果的な団体運営を
推進し、各団体の健全運営の維持を図ります。

一職員一改善提案制度の推進
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 119 - 4,720

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 874

［総振：51-1-1-04、51-1-1-05、51-1-2-06］

２ 751

［総振：51-1-2-05］

３ 3,095

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 125 18款 15,000

＜事業の目的・内容＞ 20款 10,684

21款 21,125

- 1,296,931

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 375,945 ４ 731,809

［総振：09-1-3-04］ ［総振：09-1-3-04］

２ 229,986 ［参考］

［総振：09-2-2-10］

３ 6,000

［総振：09-1-3-04］

民間力活用推進事業 4,720
都市戦略本部/行財政改革推進部

財産収入

　予算額

5,276

△ 556 

公民連携の推進

2款 総務費/1項 総務管理費/9目 行政管理費 一般財源

　少子高齢化の進展などにより、財政状況が厳しくなる一方で、多様化・複雑化
する行政課題に柔軟に対応するため、民間のノウハウやアイデア等を活用して質
の高い公共サービスを提供する公民連携の取組を推進します。

指定管理者制度の推進
　指定管理施設の管理運営水準の向上等を図るための第三
者評価や財務診断業務を実施します。

地下鉄７号線延伸促進事業 1,343,740

　様々な公民連携手法を活用することにより、行政コスト
の削減を図りながら、質の高い公共サービスの提供を支援
します。

大学コンソーシアムとの連携
　大学コンソーシアムさいたまと連携し、学生政策提案
フォーラムの開催や学生が地域活性化のために行う取組に
対して支援を行います。

　予算額

　都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者による申請手続きの早期実現のた
め、鉄道事業者への支援等を実施するとともに、中間駅周辺のまちづくりを推進
します。

寄附金

一般財源

都市戦略本部/未来都市推進部

2款 総務費/1項 総務管理費/13目 交通対策費 国庫支出金

　埼玉県と共同で地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸
線に係る都市計画決定に向けた環境影響評価業務、鉄道事
業者の国への認定申請に対する支援等を行います。

　延伸事業において想定される財政負担に備えるため、高
速鉄道東京７号線整備基金への積み増しを行います。

地下鉄７号線中間駅周辺地区まちづくり検討業務

　地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸に伴う中間駅周辺
のまちづくり実現に向けた土地区画整理事業等の調査・検
討を行います。

837,262

506,478 

地下鉄７号線延伸事業事業化支援等 高速鉄道東京７号線整備基金への積立て

高速鉄道東京７号線建設促進事業支援補助金

　「さいたま市地下鉄７号線延伸認可申請事業化実現期成
会」が実施する事業に対し、補助金を交付します。

高速鉄道東京７号線整備基金残高等の推移 （単位：円）

新規 運用利子

R4 4,160,777 645 0 37,164,677

R5 9,272,777 3,760 0 46,441,214

R6 13,155,777 54,969 0 59,651,960

R7(見込) 715,406,000 117,000 0 775,174,960

R8(見込) 721,125,000 10,684,000 0 1,506,983,960

年度
積立額

取崩額 年度末残高
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 125 18款 4,279

＜事業の目的・内容＞ - 23,351

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 2,200 ４ 8,558

［総振：09-1-3-04、09-1-4-04］ ［総振：09-1-3-04、09-1-4-04］

２ 16,272

［総振：09-1-3-04、09-1-4-04］

３ 600

［総振：09-1-3-04、09-1-4-04］

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 - 14,104

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 4,470 ４ 190

［総振：52-5-1-02］

２ 8,411

３ 1,033

［総振：52-5-1-03］

都市戦略本部/未来都市推進部

2款 総務費/1項 総務管理費/13目 交通対策費 国庫支出金

　予算額浦和美園・岩槻地域間成長発展事業 27,630

4,529 

情報発信業務 リノベーションまちづくり推進業務

一般財源

　浦和美園から岩槻までの地域の成長・発展を促進させるため、「浦和美園～岩
槻地域成長・発展プラン」に位置付けられた実践方策を展開し、地域の魅力を高
め、定住人口及び交流人口の創出を図ります。

　浦和美園から岩槻までの地域に関するまちづくり、地域
資源、観光・イベント等の地域の魅力に関する情報をウェ
ブサイト等で発信します。

　岩槻駅周辺の都市機能強化と地域課題の複合的な解決の
ため、地域資源と都市空間を活用するリノベーションまち
づくりを推進するとともに、地域及び関係団体への取組の
周知・啓発を図ります。

成長・発展プラン推進支援業務
　「浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン」に位置付けら
れた実践方策の展開とプランの進行管理を行うとともに、
鉄道結節点としての岩槻駅周辺地区のまちづくりや、プラ
ンの見直しに係る検討を実施します。

　予算額

　鉄道結節点としての岩槻駅周辺地区のまちづくりや、成長・発展プランの見直
しに係る検討を実施します。

23,101

都市戦略本部/都市経営戦略部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 一般財源

浦和美園～岩槻地域成長市民活動支援補助金

　浦和美園から岩槻にかけての地域の成長・発展に資する
活動を実施する市民団体等に対し、補助金を交付します。

広域行政推進事業 14,104

884 

 指定都市市長会 その他の会議等

　様々な行政課題に対応していくため、他自治体等と連携し、広域行政を推進し
ます。

  指定都市市長会において、地方分権改革や大都市制度に
ついて、全国の指定都市と連携して、国に対して提言・要
請等を行います。

　首都圏業務核都市首長会議や大都市企画主管者会議など
広域行政や地方分権改革に関する会議等に参加します。

全国市長会等
　全国市長会及び埼玉県市長会において、全国及び県内各
市と連絡調整を図るとともに、国に対して提言・要請等を
行います。

13,220

九都県市首脳会議
　九都県市首脳会議において、首都圏の都県及び指定都市
と連携して、首都圏に共通する広域的課題に積極的に取り
組むとともに、国に対して提案等を行います。
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 20款 187,803

＜事業の目的・内容＞ 21款 1,000

- 3,700,000

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 3,888,803 ［参考］

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 - 5,123

＜事業の目的・内容＞

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 5,123

都市戦略本部/都市経営戦略部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 財産収入

　予算額庁舎整備基金積立金 3,888,803

3,867,751 

庁舎整備基金への積立て

寄附金

　本庁舎等の更新の時期に備え、庁舎整備に必要な経費の財源に充てるため、基
金への積立てを行います。

一般財源

　基金の積み増しを行い、併せて基金を金融機関に預入れ
していることにより生じる利子及び寄附金について、積立
てを行います。

　予算額

　新庁舎整備基本設計素案ベースの概算事業費に対応し、基金への積立てを行い
ます。

21,052

都市戦略本部/都市経営戦略部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 一般財源

総合振興計画等推進事業 5,123

△ 10,931 

総合振興計画等の進行管理

　総合振興計画等の着実な推進を図るため、計画に掲げられた事業の進行管理を
行います。

　総合振興計画等について内部評価を行い、実施状況とし
て取りまとめます。
　併せて、外部評価を行います。

　総合振興計画基本計画の中間見直し及び新たな実施計画の策定に係る事務が終
了しました。

16,054

庁舎整備基金残高等の推移 （単位：円）

新規 運用利子

R4 500,200,000 64,503 0 6,978,300,913

R5 501,460,000 108,832 0 7,479,869,745

R6 2,601,373,000 4,303,881 61,038,000 10,024,508,626

R7(見込) 3,801,000,000 20,052,000 187,184,000 13,658,376,626

R8(見込) 3,701,000,000 187,803,000 599,086,000 16,948,093,626

年度
積立額

取崩額 年度末残高
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 - 18,723

＜事業の目的・内容＞

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 467 ４ 3,758

２ 745

［総振：51-1-1-03］

３ 13,753

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 22款 599,086

＜事業の目的・内容＞ - 15,221

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 602,537

［総振：09-1-2-04］

２ 11,770

［総振：09-1-2-03］

都市戦略本部/都市経営戦略部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 一般財源

　予算額政策推進事務事業 18,723

13,105 

地方創生の推進 政策推進経費

　本市の交通の結節点に位置するという地の利を生かした広域連携により他地域
との交流を図り、東日本全体の地域活性化及び地方創生を推進します。また、
「さいたま市ＣＳ９０＋運動」等を推進します。

　東日本全体の地域活性化及び地方創生を推進するため
に、東日本の連携都市との調整を行うなど、連携都市間の
つながりを通じた連携事業を促進します。

　国への提案・要望や本部内の庶務事務に必要な経費を管
理します。

 「さいたま市ＣＳ９０＋運動」とＳＤＧｓの推進

　ＣＳ・ＳＤＧｓパートナーズと連携し、「さいたま市Ｃ
Ｓ９０＋運動」及びＳＤＧｓを推進します。

　予算額

　本市のＳＤＧｓの取組を新たに作成する「自発的自治体レビュー」の中で評価
し、国際社会に発信することで、ポスト2030に向けた世界的推進に貢献します。

5,618

都市戦略本部/都市経営戦略部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 繰入金

ＳＤＧｓの取組に係る自発的自治体レビュー（ＶＬＲ）の実施

　本市のこれまでのＳＤＧｓに関する取組を評価する「さ
いたま市自発的自治体レビュー（ＶＬＲ）」を作成し、目
標達成に寄与します。

新庁舎整備等推進事業 614,307

406,654 

新庁舎の整備

一般財源

　令和13年度を目途にした新庁舎の整備及び本庁舎移転後の現庁舎地等の利活用
について検討を行います。

　新庁舎の整備に向けて、引き続き基本設計及び環境影響
評価手続等を実施します。また、民間機能の導入に向け
て、公募要項等の検討を行います。

現庁舎地利活用等の検討
　本庁舎移転後の現庁舎地及び旧市民会館うらわ跡地につ
いて、浦和駅周辺まちづくりビジョンで示されるまちの将
来像の実現に向け、新たな利活用の検討を行います。

　事業の進捗により、新庁舎基本設計等に係る委託料が増加します。 207,653
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 20款 2

＜事業の目的・内容＞ - 8,800

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 8,800 ［参考］

［総振：52-2-1-08］

２ 2

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 18款 32,435

＜事業の目的・内容＞ 20款 8,650

25款 12,100

- 131,336

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 127,263 ４ 4,680

［総振：52-4-1-01］ ［総振：52-4-1-06］

２ 52,056

［総振：52-4-1-03］

３ 522

［総振：52-4-1-04］

都市戦略本部/デジタル改革推進部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費

　ＤＸの推進を通じて、市民の利便性向上や業務の効率化等に資するデジタル技
術の活用を進めるとともに、デジタル技術を活用できる人材の育成に取り組みま
す。
　また、ＤＸの推進に必要な効率的で安全・安心な情報システムの導入・運用を
図るため、情報システムの最適化及び情報セキュリティ教育を推進します。

194,444

国庫支出金

財産収入

市債

一般財源

ＤＸ推進事業 　予算額 184,521

△ 9,923 

ＤＸの推進

デジタル人材の育成
　ＤＸの推進を目的に、職員全体のデジタルリテラシー向
上及びＤＸの推進をけん引・支援できる人材の育成を図り
ます。

企業版ふるさと納税事業 　予算額 8,802

多様な主体の連携によるデジタル技術の活用支援

　デジタル技術を活用した窓口手続のオンライン申請の拡
充や書かない窓口システム等により、多様化する市民ニー
ズや新しいライフスタイルに対応して市民の利便性向上と
業務の効率化を図ります。

　年齢や障害の有無を問わず市民がデジタル技術の恩恵を
享受できるよう、ＤＸの推進と両輪の取組として、市民の
デジタル技術の活用を支援します。

デジタル技術のガバナンス推進
　効率的で安全・安心なデジタル技術の導入・運用や情報
セキュリティ意識向上のため、ノウハウ共有や相談体制を
整備する等、デジタル技術のガバナンスに取り組みます。

　マッチング支援を活用し、市外企業に対して、本市の地
方創生に資する事業への寄附についてセールスを実施する
ことにより、寄附受入の増加を図ります。

都市戦略本部/都市経営戦略部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 財産収入

　基金を金融機関に預入れしていることにより生じる利子
について、積立てを行います。

一般財源

　企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の活用により、本市の地方創生の取
組をより一層推進します。

　企業版ふるさと納税寄附成功報酬型手数料について、スポーツイベントＰＲ等
事業（スポーツイベント課）から移管しました。

5,000

ふるさと応援基金への積立て

3,802 

企業版ふるさと納税の推進

ふるさと応援基金残高等の推移 （単位：円）

新規 運用利子

R7(見込) 7,889,000 0 0 7,889,000

R8(見込) 0 110,000 5,519,000 2,480,000

年度
積立額

取崩額 年度末残高
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 24款 60

＜事業の目的・内容＞ 25款 11,500

- 997,732

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 51,371

２ 957,921

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 18款 831,808

＜事業の目的・内容＞ 24款 402

25款 2,500

- 5,925,814

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 2,899,868 ４ 14,122

［総振：52-4-1-01］

２ 883,985 ５ 2,184,870

３ 777,679
　各情報システムで共通する、運用管理、データエント
リ、帳票印刷等について業務毎に一括して調達することに
より、情報システムの安定的、効率的な運用を行います。

　業務効率化やペーパーレス化を図り、職員の多様な働き方を実現するため、デ
ジタル技術の利用拡大・運用に取り組むとともに、職員が使用するクラウドシス
テム等の積極的な活用を推進します。

　令和9年度に運用期限を迎える公共施設予約システムの再構築を進めます。

　予算額 1,009,292

1,034,853

　市民に行政サービスを継続して提供するため、システム
のバージョンアップや再構築、機器更改及び制度改正に対
応したシステムの改修を行います。

　安全・安心な窓口手続のオンライン化の拡充に向け、申
請管理システムを運用します。

各情報システムの保守及び管理 自治体情報システムの標準化
　各情報システムの障害発生を防ぎ、より安定的、効率的
に稼動させるため、情報システムの保守を行います。

　デジタル改革関連法に基づく、基幹業務システムの標準
化対応を行います。

統合運用管理等による各情報システムの運用

都市戦略本部/デジタル改革推進部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費

　行政運営の効率化と市民サービス向上のため、情報システム及びネットワーク
環境等の適切な整備・更改を行うとともに、基幹業務システムの標準化対応を推
進し、統合管理による安定したシステム運用を行います。

　自治体情報システム標準化対応が完了した一部基幹業務システムの運用保守経
費について、各事務事業に移管しました。 △ 603,883 

情報システムの整備更改 ＤＸの推進（窓口手続のデジタル化推進）

7,364,407

国庫支出金

諸収入

市債

一般財源

情報システム整備・運用管理事業 　予算額 6,760,524

　業務効率化及びペーパーレス化を図り、職員の多様な働
き方を支援するため、クラウドシステムやＲＰＡ等、業務
効率化に資するシステムの積極的な活用を推進します。

　行政サービスを提供するための情報システムについて、
システムの維持管理や改修等を行います。

働きやすい職場環境整備の推進

都市戦略本部/デジタル改革推進部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費

業務効率化インフラ整備事業

△ 25,561 

情報システムの整備事業

諸収入

市債

一般財源
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 131 18款 15,516

＜事業の目的・内容＞ - 15,517

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 22,033

［総振：09-1-2-05］

２ 9,000

［総振：09-1-2-05］

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 153 19款 260

＜事業の目的・内容＞ - 46,629

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 450 ４ 439

２ 189

３ 45,811

［総振：52-4-1-02］

15,536 

統計調査員確保対策事業 統計情報の提供その他
　基幹統計調査を円滑に実施するため、新たに統計調査員
を募集するなど、登録調査員確保の取組を実施します。

　市勢の現状及び推移を数値として明らかにする「さいた
ま市統計書」を作成するとともに、各省庁や各種統計事務
研究会との連絡調整、埼玉県町（丁）字別人口調査等を実
施します。

産業連関表の作成
　令和7年に市内で行われた財・サービスの産業間取引を
まとめた「令和７年さいたま市産業連関表」の作成準備を
行います。

31,353

都市戦略本部/デジタル改革推進部

2款 総務費/7項 統計調査費/1目 統計調査総務費

　各種基幹統計調査の結果を取りまとめ、統計情報の利用促進及び行政施策の基
礎資料として広く情報提供するとともに、統計調査を円滑に実施するため、登録
統計調査員の確保と資質の向上を図ります。また、業務により蓄積した様々な
データや統計データを活用する取組を行うさいたまシティスタットを推進しま
す。

県支出金

一般財源

統計事務事業

さいたまシティスタットの推進
　職員の統計能力・政策判断能力の向上に資する取組を実
施するとともに、現状の把握、施策の評価や検証、企画立
案等にデータを利活用する事例の創出を支援し、庁内で共
有します。

31,033

　「公民＋学」が連携し、様々な社会課題の解決に取り組
んでいる「美園タウンマネジメント協会」の運営を行いま
す。

スマートシティさいたまモデルの推進
　デジタル技術等、民間事業者による新しい技術を活用し
た生活支援サービスの実証や社会実装を支援することで、
「スマートシティさいたまモデル」を推進します。

32,587

　ハードウェア・ソフトウェアの更新時期を迎えるシティスタット基盤の機器更
改を着実に行います。

　予算額

　予算額 46,889

一般財源

「公民＋学」の連携・協力のもと、デジタル技術等を活用し、住民等が抱える社
会課題の解決や市民のＱＯＬ向上を図るスマートシティさいたまモデルを推進
し、美園地区の定住・交流・関係人口の増加に繋げます。

△ 1,554 

美園タウンマネジメント協会の運営　

スマートシティさいたまモデル推進事業
都市戦略本部/未来都市推進部

2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 国庫支出金
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 153 19款 52,113

＜事業の目的・内容＞

＜特記事項＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 136

２ 130

３ 51,847

　令和7年10月1日を調査期日とする国勢調査が終了しました。 720,825

△ 668,712 

学校基本調査

基幹統計調査事業 　予算額 52,113
都市戦略本部/デジタル改革推進部

2款 総務費/7項 統計調査費/2目 統計調査費 県支出金

　統計法に基づく国の基幹統計調査を区役所と連携し実施します。

　幼稚園、小・中学校等を対象に、教育行政施策の検討・
策定のための基礎資料を得ることを目的として、在学者
数、教職員数、施設等について調査を実施します。

経済センサス調査区管理
　経済センサス－基礎調査で設定した調査区について、町
丁・字境界等の変更のつど、調査区の情報を修正し、母集
団データを最新かつ正確な状態にする調査区管理を行いま
す。

経済センサス－活動調査
　全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を
明らかにするとともに、事業所及び企業を調査対象とする
各種統計調査の精度向上に資する母集団情報を得ることを
目的に調査を実施します。
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